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第 1章 緒論 
 








の 1 つとなっている． 
構造物の損傷の約 80 %に何らかの形で関与している 2,3)と言われる疲労破壊においては，残留応







Fig. 1.1  Influence of welding residual stress on fatigue strength 5). 
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また，原子力プラントやパイプラインにおける重要な課題の 1 つである 12,13)応力腐食割れは，






Fig. 1.2  Stress corrosion cracking due to three factors, material, environment and stress14). 
 
さらに，構造物に致命的な損傷を与え，1995 年の阪神淡路大震災においても多くの溶接構造物で
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X 線応力測定法は 1930 年代初頭にドイツで原理が発表され，非破壊かつ局所的な残留応力の評
価ができる唯一の手法として注目を浴びた 41)．1953 年，Christenson らによって計数管を用い
た 2θ-sin2ψ 法 42)が提案されると，世界的に広く用いられるようになった．1960 年代になると X 線
応力測定専用の装置が登場し始め，広く工業的に実用されるようになり，研究も盛んに行われ，様々

























- 6 - 





なす角(ψ 角)に対するひずみの変化を回折角 2θ の変化としてとらえ，応力を算出する手法である．





1.3.1  粗大粒の影響 
X 線を照射した際，照射領域内に含まれる結晶粒の中で，Bragg の条件を満足した結晶粒からの
み回折 X 線が得られ，回折角を評価できる．そのため，照射領域内に Bragg の条件を満足する結晶
粒が多いほど回折 X 線の強度は増加し，測定精度は向上する．精度良い測定を行うためには照射領
域内に回折に寄与する結晶粒が 5000 個ほど存在すると良いとされている 51)．しかし，粗大粒が生
じた場合，照射領域内の結晶粒が相対的に減少し，Bragg の条件を満たす結晶粒が激減する．その
結果，十分な精度の回折 X 線を得ることが難しく，Fig.1.5 に示すように回折角 2θ と sin2ψ との関
係にばらつきが生じる．ばらつきが生じた 2θ-sin2ψ 線図から求める応力には誤差が生じることにな
る．粗大粒の問題は照射領域と，その領域内の結晶粒のサイズに関係する相対的な問題であり，日
本材料学会では，結晶粒径約 30 μm，照射領域 14 × 10 mm2を粗大粒の基準としている 51)． 
 
  
(a)  Isotropic elastic body (b)  Large grains 
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1.3.2  集合組織の影響 
2θ-sin2ψ 法は ψ 角に対する回折角 2θ の変化を応力値に換算するものである．ただし，回折角 2θ
の変化を応力値に換算する上で，回折角 2θ と sin2ψ との関係は線形関係になければならず，線形関
係が成り立つのは等方弾性体のみである．一方，集合組織が生じた場合，弾性異方性が生じ，Fig. 1.6




(a)  Isotropic elastic body (b)  Texture 









になることが報告されている 52,53)．ただし，3 軸応力問題に対しては既に Dölle や Hauk らによる 3


















力が得られることが実験的に証明されている 55,57)．ただし，相応力の影響が顕著に出るのは 2 相ス





Fig. 1.7  Diffraction peak from the composite material composed of austenite and ferrite. 
 



























Cr Kα 0.229100 nm
Cr Kβ  0.208487 nm
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1.4 粗大粒・集合組織を有する材料への X線応力測定法の適用に向けた従来の研究 
 
1.4.1 粗大粒を有する材料における X 線応力測定法 
粗大粒を有する材料に対しては揺動法が提案されている．揺動法は光学系もしくは試料を揺動さ
せることで見かけ上の照射面積を拡大させ，回折に寄与する結晶粒を増加させることで測定精度の
向上を狙う手法である．揺動法は入射 X 線揺動法と試料揺動法に分類される． 





Fig. 1.8  Schematic image of incident X-ray oscillation technique. 
 







Incident X-ray Reflected X-ray
Specimen
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(a)  Plane oscillation (b)   Out-of-plane oscillation 
Fig. 1.9  Schematic image of specimen oscillation technique. 
 
適用事例として，Chiku らは最大 50 μm の粗大粒を有する鉄系材料を対象に，入射 X 線揺動法を
適用しており，揺動法の効果を確認している 61,62)．また，Miyagawa らは複数の揺動を組み合わせ
た複合揺動法を最大 150 μm の粗大粒を有するオーステナイト系ステンレス鋼に適用し，高精度な















回折が生じる．立方晶金属において 2 つの回折面{h1k1l1}，{h2k2l2}面のなす角 φ は次式より求める
ことができる． 
Incident X-ray Reflected X-ray
Specimen
Incident X-ray Reflected X-ray
Specimen













の場合 ψ = 35，65 deg 付近，{311}面の場合 ψ = 25，75 deg 付近でそれぞれ強い回折が得られる．
Dölle，Hauk らの提案はこれら 2 点の回折角の変化から応力を算出する方法であり，この手法は一



















適用事例として，Yoshioka らは冷間圧延した軟鋼の応力測定を 67)，Akita らは Ni 基合金溶接部の
X線的弾性定数と残留応力の評価を行っている 46)．しかし，2点法は ψ角を大きくとる必要があり，
測定対象と光学系との干渉や X 線の遮蔽に十分な注意が必要であるため，複雑形状を有する対象に
は適用し難い．また，汎用の X 線応力測定装置では測定対象とゴニオメータとの干渉や X 線の遮
蔽を避けるため，ψ 角は 45 ~ 50 deg 未満に抑えられており，2 点法を用いることは難しい．さらに，
実験室レベルの X 線ではノイズを多く含むため，1 測定あたりの回折角の測定精度はそれほど高く
ない．そのため，2θ-sin2ψ 法では 5 点以上の回折角を用いて応力測定することが推奨されているの
に対して 51)，2 点法は 2 点のみの回折角から応力を算出するため，測定精度が必ずしも高くない．
そのため，集合組織に加え，粗大粒の影響も重畳する溶接部には適用が難しいと考えられる． 
 
(b)  高次のミラー指数の回折を用いる手法 
Hauk らは高次のミラー指数の回折を用いる手法を提案している 68,69)．Fig. 1.10 に冷間圧延された
St52 鋼(高張力鋼)から得られた 2θ-sin2ψ 線図を示す．Fig. 1.10 (a)に示すように，Cr 管球の X 線を用
いて{211}面で測定した場合，わん曲が明確である．一方，Fig. 1.10 (b)に示すように，Mo 管球を用











(a) Cr X-ray {211} (b) Mo X-ray {732 + 651} 
Fig. 1.10  2θ-sin2ψ diagram from different diffraction plane69). 
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Fig. 1.11  2θ-sin2ψ diagram from different diffraction plane in texture71). 
 
(d)  測定条件に応じた弾性定数を使用する手法 
Kurita らは集合組織を有する材料に対し，2θ-sin2ψ 法を適用した際の 2θ-sin2ψ 線図の変化につい
て観察しており，測定対象，測定条件に応じた弾性定数を用いる手法を提案している 72)．一般に集
合組織を有する材料の場合，各 ψ角に対する回折角 2θは sin2ψに対して波打つが，彼らは 2θと sin2ψ
との関係に対し最小二乗法によってあてはめた直線の勾配は，負荷応力とともに直線的に変化する
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(a) Relationship between load stress and 2θ-sin2ψ 
diagram 
 
(b) Relationship between load stress and slope 
of 2θ-sin2ψ diagram 
 
 
(c) Relationship between load stress and 2θ at ψ=0  
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らの手法では測定結果の解析法に対し工夫がなされている．測定自体は 2θ-sin2ψ 法と同じ要領でで
き，理論上，回折面や光学系に関して特別な制約がない．また，2θ-sin2ψ 法のように複数回の測定
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的を明らかにした． 
第 2章から第 4章ではX線応力測定法を用いた溶接残留応力の高精度測定に向けた検討を行った． 







の集合組織に多軸応力を加えた際の 2θ と sin2ψ の関係を観察し，多軸応力状態の集合組織を有する
溶接部における結晶粒の変形挙動について検討した．そして，結晶粒の変形挙動を考慮した応力算
出法を提案し，その効果を示した． 
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本節では，X 線応力測定法の基本原理を述べた後，2θ-sin2ψ 法の測定理論，Kröner モデルによる
X 線的弾性定数の算出理論，そして，Honda らの手法の測定理論について述べる． 
 
2.2.1 X 線応力測定法の基本原理 
一般に，金属材料は方位が無秩序に分布した多結晶体であり，各結晶粒は規則正しく配列した原
子で構成されている．多結晶体の金属材料に波長 λ の特性 X 線を照射すると，Fig. 2.1 に示すよう
に，式(2.1)の Braggの回折条件を満足する結晶粒で回折が生じる． 
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  Δcos2sinΔ2Δ  d  (2.2) 
 










となり，ひずみ Δd/dが回折角 θ の変化 Δθ から求められる．無応力状態の試料の格子面間隔を d0，
回折角を θ0とすると，格子面法線が試料面法線に対して ψ だけ傾いているときの格子面法線方向
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(a) 2θ-sin2ψ法の理論式 
多結晶体の金属材料に引張応力が加わった場合を考え，試料表面法線と格子面法線のなす角を ψ





Fig. 2.2  Change of the lattice spacing in the polycrystalline material. 
 




Fig. 2.3 Coordinate system of stress and strain direction. 
 














































  (2.7) 
 
なお，Eはヤング率，νはポアソン比である． 
















































































  (2.14) 
 





















よびポアソン比は測定に用いる回折面に依存するため 4-9)，X 線的ヤング率 Ehkl，および X 線的ポア














































M  (2.18) 
 
となる．ただし，度数をラジアンに変換するため，π/180 を乗じている．複数の ψ 角における回折
角 2θを計測し，縦軸に回折角 2θ，横軸に sin2ψをとると，Fig. 2.4に示すようなグラフが描け，こ
のグラフは 2θ-sin2ψ線図と呼ばれる．Kは応力定数，Mは 2θ-sin2ψ線図の傾きを表し，X 線的弾性
定数が既知であれば，2θ-sin2ψ線図の回帰直線の傾きの大きさより応力 σxが求まる． 
以上のように，2θ-sin2ψ法は ψ角に対する格子面間隔の変化，すなわち，ひずみの変化を回折角
- 30 - 
の変化としてとらえ，複数の ψ 角に対する 2θ の変化の傾向を応力に換算する手法である．また，
無ひずみの材料における回折角 2θ0 が cotθ0 として式中に含まれるため，ひずみスキャニング法 2)




Fig. 2.4 2θ-sin2ψ diagram. 
 








とする Reuss モデル 10)，マクロなひずみと全てのミクロなひずみが等しいとする Voigt モデル 11)，
それらの中間の性質を持つ Kröner モデルがある 12)．Kröner モデルは多結晶体中の 1 つの結晶粒を
母相中に存在する異方性を有する 1 つの球状結晶で模擬し，これに Eshelby介在物の理論 13)を適用
したモデルである．これらのモデルの中でも Kröner モデルによって求められた X 線的弾性定数は
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(a)  Kröner モデルの理論式 
Kröner モデルにより X 線的弾性定数を求めるには，X 線的せん断弾性定数 Gと係数 κ が必要と
なる．X 線的せん断弾性定数 Gを求める式は式(2.19)で表される． 
 












  (2.20) 















  (2.22) 
 









  (2.24) 








  (2.26) 
 
と表される．ここで，C11，C12，C44 は単結晶の弾性スティフネス，h，k，l はミラー指数である．
以上の式より求まった X 線的せん断弾性定数 Gおよび係数 κ は，X 線的弾性定数と以下のような
関係となる． 





















2.2.3  Honda らの手法の理論式 
集合組織内の 3軸応力下にある 1つの結晶粒を考える．Fig. 2.5に示すように，x，y，z軸は結晶
の主軸であり，格子ひずみの測定方向を P(uvw)，測定方向を試料面に投影した方向を X(l1m1n1)，試
料面上でそれと直角な方向を Y(l2m2n2)，試料表面の法線方向を Z(l3m3n3)とする．格子ひずみの測
定方向 P は X-Z 平面上にあり，Z 軸とのなす角を ψ とする．ここで，x-y-z 座標系を結晶座標系，




Fig. 2.5  Principle relation of stress strain and orientations in single crystal. 
 
この時，測定される P方向の格子ひずみ εψは式(2.29)のように表すことができる． 
 
























































































































































 (i = j)  
 iij    (2.32) 
 (i ≠ j)  





SSSS   (2.34) 
 jijijiij nnwmmvlluM
222   (2.35) 
 
である． 
ここで，実験室レベルの X 線の金属材料への侵入深さは極めて浅くせいぜい 10 μmであることか
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ら，平面応力状態を仮定し σ3 = τ23 = τ31 = 0と仮定すると，式(2.31)は式(2.36)となる． 
 
 





2 SSMMMS   (2.36) 
 
式(2.36)より求まる格子ひずみは 1 つの結晶粒の格子ひずみである．一方，X 線により得られる
格子ひずみは X 線の照射領域内に含まれる多数の結晶粒の格子ひずみの平均である．そのため，式
(2.31)を多結晶体に適用するには，回折面の法線方向が P 方向に一致する結晶についてその格子ひ
ずみの平均を求めればよい．まず，Fig. 2.6 に示すように P方向に垂直で Y軸を含む面内で任意に
Q 方向をとり，その結晶座標系における方向余弦を(rst)，Y 軸となす角を α とする．次に，P 軸周
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     2144211212122221110 sin
2
1
2 SSMMMS   (2.48) 


















































以上のように，Hondaらの手法は 244110 sin21 SMS  に対する 2θの変化の傾向から応力を算出す
る手法である．式(2.50)から明らかなように，Hondaらの手法は2θ-sin2ψ法と非常に似ており，式(2.50)
の分母に含まれる












2.3.1 Honda らが提案した結晶の存在確率決定法 
Honda らは極点図から結晶の存在確率を決定している．Fig. 2.7 (a)のような極点図を密度ごとに
区画分けすると，Fig. 2.7 (b)のように各格子面の軸密度が求まる．つまり，Fig. 2.7 (b)からどの格子
面がどの程度軸方向を向いているか判断できる．ここで，Fig. 2.8 のように座標系を決定した時，
(l1m1n1)は試料長手方向を向いた格子面を，(l3m3n3)は試料法線方向を向いた格子面をそれぞれ示す．
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そのため，極点図上にこれらの格子面をプロットすることで各格子面の軸密度 pX，pZがそれぞれ求
まる．この時，Honda らは結晶の存在確率は軸密度に比例すると仮定し，結晶の存在確率 pψαを pX
と pZの積として表した 16)．例えば，Fig. 2.8のように，格子面(l1m1n1)，(l3m3n3)を極点図上プロット









(a) Measured data (example) (b) Approximate data 
Fig. 2.7  Axis distribution charts representing the preferred orientation in specimen. 
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2.3.2 EBSDを用いた結晶の存在確率決定法の提案 
本研究では正確に，かつ，物理的に根拠のある値として結晶の存在確率を決定するために，結晶
方位を実測することができる電子線後方散乱回折法(Electron Back Scatter Diffraction: EBSD)を用い








Fig. 2.9  Rotation in the definition of Euler angles. 
 
 
Fig. 2.10  Transformation vectors from the crystal coordinate system and the specimen coordinate system. 
 
 
Sample coordinate system Xs Ys Zs




















































- 39 - 
(1) EBSDによる結晶方位解析 
EBSDによる結晶方位解析を行う．EBSDによる結晶方位解析では Fig. 2.11 に示すように試料表
面を等間隔で走査し，すべての測定点の Euler 角を得る． 
 
 
Fig. 2.11  Schematic image of scanning crystal orientation. 
 
(2) Euler 角を用いた座標変換 
Fig. 2.12に示すように，試料表面の法線方向と Z軸が一致するように座標系を決定する．この時，
X-Z平面上で，Z軸から ψ角だけ傾いた方向(Fig. 2.12中の N方向)の単位ベクトル Nは以下のよう
に表される．なお，N方向は測定するひずみの方向を指す． 
 
 sin1 n  (2.51) 
 02 n  (2.52) 
 cos3 n  (2.53) 
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次に，用いた回折面{hkl}の法線ベクトルを P(p1p2p3)，回折面の法線ベクトルに垂直な任意の単位
ベクトルを Q(q1q2q3)とすると，法線ベクトル P(p1p2p3)は以下のように表される． 
 
 222
1 lkhhp   (2.54) 
 222
2 lkhkp   (2.55) 
 222
3 lkhlp   (2.56) 
 




























R   
 (2.57) 
 
この座標変換行列 Rにより，Fig 2.13 に示すように用いた回折面の法線ベクトル，水平ベクトルが
試料座標系に表示される．この時，座標変換後の法線ベクトル P ’(p1’p2’p3’)とベクトル N(測定する
ひずみの方向)とが一致するか否かを確認する．なお，ベクトル P’とベクトル Nが一致するとき，
座標変換後の単位ベクトルQ ’(q1’q2’q3’)と Y軸とのなす角 αは結晶の回転を表す．この作業を EBSD
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Fig. 2.13  Transformation vectors from the crystal coordinate system to the specimen coordinate system. 
 
(3) ベクトル P’とベクトル Nの一致条件 
 粗大粒対策として揺動法を用いるため，座標変換後の法線ベクトル P ’とベクトル Nとが一致す
るか否かの判断には揺動法の影響を考慮する必要がある．そこで，ベクトルが一致するか否かの判
断は次のように行う． 
ベクトルの一致を確認するため，座標変換後の法線ベクトル P ’(p1’p2’p3’)を Y軸とベクトル Nを
含む平面(以下 Y-N平面)上に投影する．Fig. 2.14にベクトルの投影のイメージを示す．まず，ベク
トル P ’を Y軸周りに 90 – ψ degだけ回転させる．次に，回転後のベクトルを Y-N平面上に投影す
るが，回転後のベクトル N と Y 軸を含む平面は X-Y 平面と一致しているため，投影後のベクトル   
P’’ (p1’’p2’’p3’’)は次のように表される． 
 
 )90sin(')90cos(''' 311   ppp  (2.58) 
 22 ''' pp   (2.59) 
 0'' 3 p  (2.60) 
 
最後に Y軸周りに 90 - ψ degだけ逆回転させることで．Y-N平面上にベクトル P ’を投影したベクト
ル P’’’ (p1’’’p2’’’p3’’’)を得ることができる．ベクトル P’’’は以下のように表される． 
 
 )90sin('')90cos(''''' 311   ppp  (2.61) 
 22 ''''' pp   (2.62) 
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この投影後のベクトル P’’’とベクトル Nのなす角を β，試料座標系に座標変換直後の法線ベクトル
P’と投影後のベクトル P’’’のなす角を γ とすると，この 2 つの角度がベクトルが一致するか否かの
判断材料となる． 
ここで，X-Z平面上と Y-Z平面上でそれぞれ μと ω の大きさの面外揺動を行うとした場合，揺動
の大きさだけ回折に寄与する結晶が増加する．そのため，ベクトル P’’’とベクトル Nの一致条件に
も μと ωだけ余裕を持たせる必要がある．本研究では βが ω以下であり，かつ，γが μ以下である
場合にベクトル P ’とベクトル Nが一致するとした． 
 
 
Fig. 2.14  Project P’ vector on the Y-N plane. 
 
 
































90 - ψ deg
Npivot on Y-axis
project P’ vector on Y-N plane 
pivot on Y-axis
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2.4.1  実験要項 
(a)  供試材料および 4点曲げ試験片 
溶接時に相変態が生じる材料として溶接構造用圧延鋼材 SM490YBを，相変態が生じない材料と
してオーステナイト系ステンレス鋼 SUS316Lを用いた．Table 2.1, Table 2.2に SM490YBの化学組
成と機械的特性を，Table 2.3, Table 2.4に SUS316Lの化学組成と機械的特性を示す．溶接試験体の
寸法は 100 mm × 150 mm × 6 mmであり，試験体中央にビードオンプレートを行った．溶接条件は，
溶接電流 100 A，アーク長 3 mm，シールドガスは Ar，ガス流量は 0.25 ℓ/s である．溶接速度は集合
組織が生じやすいよう 1 mm/s とした．溶接法は GTA溶接であり，電極は直径 2.4 mmの純タング
ステンを使用し，突き出し長さは 3 mm とした．溶接後，Fig. 2.15 に示すように，各溶接試験体よ
り溶接線方向と長手方向が一致するように 4点曲げ試験片を作成した．4点曲げ試験片の寸法は 10 
mm × 60 mm × 2 mmであり，作成後，測定部近傍にひずみゲージを張り付けた．なお，4点曲げ試
験の前に初期残留応力が 10 MPa 未満であることを確認している． 
 
Table 2.1  Chemical composition of SM490YB used. (mass %) 
 
 
Table 2.2  Mechanical properties of SM490YB used. 
 
 
Table 2.3  Chemical composition of SUS316L used. (mass %) 
 
 
Table 2.4  Mechanical properties of SUS316L used. 
 
C Si Mn P S
0.15 0.25 1.42 0.02 0.004
Yield stress (MPa) Tensile strengh (MPa) Elogation (%)
597 506 22
C Si Mn P S Ni Cr Mo
0.014 0.69 1.09 0.032 0.005 12.13 17.42 2.06
Yield stress (MPa) Tensile strengh (MPa) Elogation (%)
260 538 58
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Fig. 2.15  Schematic image of four-point bending test specimen. 
 
(b)  X線応力測定条件 
X 線応力測定条件を Table 2.5 に示す．X 線応力測定には Rigaku 社製の AutoMATEを用い，X線
照射領域は直径 1 mmのコリメータにより制限した．特性 X 線は Cr 管球の Kα線を用い，回折面と
して SM490YBに対しては{211}面を，SUS316Lに対しては{220}面を用い，測定は溶接金属部中央
に対して行った．Table 2.6 に用いた単結晶弾性コンプライアンス 18,19)と X線的弾性定数を示す．X
線的弾性定数は，単結晶弾性コンプライアンスと Kröner モデルより見積もった値を用いた．また，
揺動法として，± 1 degの面外揺動と溶接線方向への± 2 mmの面内揺動を組み合わせた多軸揺動法
を採用した． 
 












Wave length (nm) 0.22911 0.22911
Diffraction plane {211} {220}
Collimater (mm) 1 1
Measuring frame (frame/point) 10 10
Measuring frame (s/frame) 300 100
Oscillation off‐plate   ± 1 deg off‐plate   ± 1 deg
in-plane  ± 2 mm in-plane  ± 2 mm
Analysis model 2θ -sin2ψ  method 2θ -sin2ψ  method
Honda's method
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Table 2.6  Mechanical properties for X-ray stress measurement. 
 
 
(c)  4 点曲げ試験実験条件 
4点曲げ試験により 250 MPa までの負荷を 50 MPa ごとに加えた．負荷応力は 4点曲げ試験によ
り負荷されたひずみに機械的なヤング率を乗じることで算出し，機械的ヤング率は SM490YB で
は 220 GPaを，SUS316L では 193 GPa を用いた． 
 
(d)  EBSDによる結晶方位解析条件 
組織観察，および，結晶の存在確率を EBSDによって決定するため，Fig. 2.16 に示すように，EBSD
用の試験片を溶接試験体より作成した．溶接試験体は 4点曲げ試験片を作成した試験体と同一のも
のである．試験片の観察面に対し 400，800，1500，2400，4000 番の研磨紙で湿式研磨を行い，そ
の後 20 %硫酸メタノールを用いで電解研磨を行った．研磨面に対して EBSD による結晶方位解析









S 11 7.622 9.839
S 12 -2.795 -3.86
S 44 8.584 8.403
X-ray elastic constant (Kröner)
X-ray Young's modulus  (GPa) 223 209











Specimen for structure observation
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2.4.2  実験結果 
(a)  溶接部の組織観察結果 
Fig. 2.17 に溶接部断面の結晶方位分布図を，Fig. 2.18 に極点図を示す．溶接時に相変態が生じる
SM490YBでは，Fig. 2.17 (a)に示すように，溶接部は微細な結晶粒と 50 μmを超える粗大な結晶粒
が混在している．また，Fig. 2.18 (a)に示すように，結晶方位はランダムな分布となり，粗大粒のみ






(a)  SM490YB 
 
(b)  SUS316L 
Fig. 2.17  Inverse pole figure map in weld metal. 
 
  
(a)  SM490YB (b)  SUS316L 
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央の結晶の存在確率とX線回折強度を sin2ψで整理し比較した結果をFig. 2.19に示す．なお，Fig. 2.19 
(a), (b)は{220}面を対象に，Fig. 2.19 (c), (d)は{311}面を対象に比較した結果であり，結晶の存在確率
と X線回折強度の計測位置は同じである． 
Fig. 2.19 (a)より，溶接線方向では{220}面の結晶の存在確率は sin2ψ = 0 と 0.5 付近で大きな値を
示している．X 線回折強度も同様に sin2ψ = 0と 0.5 付近で大きな値を示しており，両者は良好な一
致を示している．また，Fig. 2.19 (b)より，溶接線直角方向においても{220}面の結晶の存在確率と X
線回折強度がそれぞれ大きな値を示す角度はほぼ等しく，結晶の存在確率と X線回折強度は相対的
に良い一致を示している．同様に，Fig. 2.19 (c), (d)に示す{311}面の結果においても，増減の傾向な





(a)  {220} longitudinal direction (b)  {220} transvers direction 
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X-ray diffraction peak intensity
Value fraction of the crystal
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(c)  {311} longitudinal direction (d)  {311} transvers direction 
Fig. 2.19  Continued. 
 
(c)  2θ-sin2ψ法を用いた際の X 線応力測定結果と負荷応力の関係 
4 点曲げ試験により任意の負荷を加え，揺動法を用いた 2θ-sin2ψ 法により応力測定した際の測定
結果と負荷応力の関係を Fig. 2.2に示す．なお，Fig. 2.20 (a)は測定結果と負荷応力の関係を，Fig. 2.20 
(b)は測定結果と負荷応力の差を表している．SM490YBと SUS316Lでは大きく異なる結果が得られ
ている． 
Fig. 2.20 より，SM490YB では負荷応力の大きさにかかわらず 2θ-sin2ψ 法による測定結果と負荷
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(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 
Fig. 2.20  Relationship between load stress and measured stress by 2θ-sin2ψ method. 
 
(d)  Honda らの手法を用いた際の X線応力測定結果と負荷応力の関係 
Honda らの手法により SUS316L の 4 点曲げ試験結果を再評価した．なお，測定の際には先ほど
と同条件の揺動を行っている．2θ-sin2ψ 法で測定した結果と Honda らの手法で測定した結果を
Fig. 2.21に示す．Fig. 2.21より，Honda らの手法を用いた場合，測定結果と負荷応力の差は± 25 MPa
未満となり，2θ-sin2ψ法を適用した場合に比べ，測定精度が大きく改善していることが確認できる．




(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 




















































































































































































































Load stress in longitudinal direction  (MPa)
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状態の溶接部に対しても Honda らの手法を適用できるか検討した． 
 














- 51 - 
2.5.2  実験要項 
(a)  Lz試験片の作成 
Lz 試験片を溶接試験体より作成した．溶接試験体はオーステナイト系ステンレス鋼 SUS316L に
対しビードオンプレートを行ったものであり，2.4 節と同じ条件下で作成した．Lz 試験片の寸法
は 100 mm× 12 mm× 2 mmであり，作成後，Fig. 2.23に示すように，溶接金属部にひずみゲージを
貼りつけた．また，溶接金属部に張り付けたひずみゲージから，測定部に残留する溶接線方向の応
力は- 130 MPa であることを確認している． 
 
 
Fig. 2.23  Schematic image of four-point binding test. 
 
(b)  X線応力測定条件 
応力測定の際，粗大粒対策として揺動法を用いるが，今回作成した Lz 試験片では溶接線方向に
定常部がほとんどないため，並進揺動は行わず，± 1 degの面外揺動のみ行った．他の測定条件は 2.4
節と同じである． 
 
(c)  4 点曲げ試験条件 
Lz試験片作成後，溶接線直角方向には- 100 MPa 程度の残留応力が確認された．そこで，溶接線
直角方向に 100 MPa 前後の負荷を加えながら X 線による測定を数回行い，溶接線直角方向
の 2θ-sin2ψ 線図の傾きがほぼ 0 になる条件を探した．そして，2θ-sin2ψ 線図の傾きがほぼ 0 となる
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ることで算出し，機械的ヤング率は 193 GPaを用いた． 
 
 
Fig. 2.24  Relationship between load stress and measured stress. 
 
2.5.3  実験結果 
Fig. 2.25に溶接線方向の応力を Honda らの手法により評価した結果を，Fig. 2.26 に溶接線直角方
向の応力を評価した結果を示す．なお，Fig. 2.25 (a)，Fig. 2.26 (a)は各負荷応力における測定結果と
溶接部の応力の関係を，Fig. 2.25 (b)，Fig. 2.26 (b)は各負荷応力における測定結果と溶接部の応力の
差をそれぞれ示している． 
Fig. 2.25より，溶接線直角方向への負荷応力が 0 MPa である場合，Hondaらの手法を用いて溶接
線方向の応力を評価した結果は，溶接部の応力とほぼ同じ-130 MPaを示した．しかし，溶接線直角
方向に応力が加わると測定結果は-100 MPa前後を示し，溶接部の応力と異なる値を示した．同様に，
Fig. 2.26 より，溶接線直角方向への負荷応力が 0 MPa である場合，Hondaらの手法を用いて溶接線






Measuring stress by X-ray Measuring stress by X-ray
Load stressLoad stress
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(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 
Fig. 2.25 Relationship between load stress and measured stress by Honda’s method in longitudinal direction. 
 
  
(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 





2.4 節の実験から明らかになったように，1 軸応力状態の溶接部に対しては揺動法と Honda らの
手法を適用可能であり，粗大粒を有する溶接部に対しては揺動法を用いることで，粗大粒と集合組
















































Load stress in transverse direction  (MPa)
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を用いることで解決できるといえる．しかし，2.5 節の実験から明らかになったように，Honda ら
の手法は多軸応力状態の集合組織に対しては適用が難しく，多軸応力状態となりやすい溶接部に対























3) 粗大粒と集合組織が重畳した SUS316L の溶接部において，1 軸応力状態であれば揺動法と
Honda らの手法を組み合わせた測定を行うことで，溶接部に生じた応力を X 線応力測定法によ
り正確に評価できた．しかし，多軸応力状態の場合では，溶接部に生じた応力を正確に評価で
きておらず，溶接部に生じる集合組織の問題は Honda らの手法だけでは解決できなかった． 
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の変形挙動について，第 2 章と同じ Lz 試験片を利用し検討を行う．そして，結晶粒の変形挙動を
考慮した新しい応力算出法を導き，多軸応力状態の集合組織を有する溶接部対しても適用が可能な











する Reuss モデル 1)であり，もう一方は，すべての結晶粒のミクロなひずみがマクロなひずみと等
しいとする Voigt モデル 2)である．このとき，それぞれの仮定のもとで求められたマクロな弾性挙
動は多結晶体の弾性挙動の上界，下界となる 3)．1 単軸応力状態の集合組織に対しては，今日まで
に両モデルを用いた検討が既に行われており，1 単軸応力状態の集合組織に含まれる結晶粒の変形
挙動は Reuss モデルに従うとする研究成果がほとんどである 4-8)．第 2章で述べたように，Honda ら
も Reussモデルを支持しており，彼らの提案手法においても 1つの結晶粒のひずみと平均格子ひず
みを Reuss モデルの条件下で関連付けている． 








3.2.1  Reuss モデルおよび Voight モデルを適用した際の平均格子ひずみの算出 











































  sin2d  (3.5) 
      00 tan  (3.6) 













Fig. 3.1  Principle relation of stress strain and orientations in single crystal. 
 
(a)  集合組織に含まれる結晶粒の変形挙動が Reuss モデルに従う場合 
集合組織中の結晶粒の変形挙動が Reussモデルに従うとした場合，各結晶が有するミクロな応力
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入し，式(3.2)により平均化することで，平均格子ひずみが求まる． 
 
3.2.2  実験要項 
(a)  Lz試験片の作成 
第 2 章と同様に，Lz 試験片はオーステナイト系ステンレス鋼 SUS316Lに対しビードオンプレー
トを行った溶接試験体より作成した．化学組成，機械的特性，溶接条件などは第 2章と同一である．
Lz試験片の寸法は 100 mm× 15 mm× 2 mmであり，溶接金属部に張り付けたひずみゲージから，Lz
試験片溶接部の溶接線方向の応力が- 130 MPa であることを確認している． 
 
(b)  X線回折条件 
本実験ではより正確な回折角 2θを得るため，0次元検出器を搭載した Rigaku 社製のMSF を用い
た．測定は ψ一定法による並傾法で行い，発散角 1 degのソーラースリットを入射側と反射側に設
け，回折角度の記録は 0.01 degとした．特性 X 線は Cr-Kβ線を用い回折面として{311}面を用いた．
X 線の照射領域は，塩化ビニルテープを用いて溶接線方向が長辺となるように 1 × 4 mmに制限し
た．粗大粒対策として揺動法を適用するが，試験片や 4点曲げ試験機との干渉を避けるため± 1 deg
の面外揺動とした．なお，SUS316L単結晶の弾性コンプライアンスには文献値 9)(S11 = 9.839 TPa-1，
S12 = -3.860 TPa-1，S44 = 8.403 TPa-1)を用いた． 
 
(c)  4 点曲げ試験条件 
第 2 章と同様に，2θ-sin2ψ 線図の傾きがほぼ 0 となる条件を基準に 4 点曲げ試験を開始し，50 
MPa，100 MPa の荷重を加えた．負荷応力は 4点曲げ試験により負荷されたひずみに機械的なヤン
グ率を乗じることで算出し，機械的ヤング率は 193 GPa を用いた． 
 
(d)  マクロな応力・ひずみの算出条件 
平均格子ひずみを求める際に与えるマクロな応力，もしくは，ひずみは，ひずみゲージから得ら
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3.2.4  負荷を加えた際の 2θ-sin2ψ線図の変化 
各試験荷重における回折角 2θと sin2ψの関係を，X 線回折によって得られた回折角と，Reuss モ
デル，Voightモデルを用いて計算された回折角とを比較した結果として Fig. 3.2 に示す． 
Fig. 3.2より，実験値には集合組織に 2θ-sin2ψ法を適用した際に見られるようなうねり以外にばら
つきも確認できるが，これは揺動幅が小さく，揺動法の効果が十分に得られなかったためと考えら
れる．粗大粒の影響により 2θと sin2ψの関係に多少のばらつきがみられるものの，sin2ψ が 0 ~ 0.5
まで変化する際の 2θの実験値の変化は，Reuss モデルによって計算された 2θの傾向と類似してお
り，Voight モデルによって計算された 2θとは乖離している．さらに，負荷応力が増大すると，Voight







(a)  Longitudinal direction  (0 MPa) (b)  Transverse direction  (0 MPa) 
Fig. 3.2  2θ-sin2ψ relation in measured diffraction angle and estimated diffraction angle by Reuss model 
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(c)  Longitudinal direction  (50 MPa) (d)  Transverse direction  (50 MPa) 
 
  
(e)  Longitudinal direction  (100 MPa) (f)  Transverse direction  (100 MPa) 
Fig. 3.2  Continued. 
 
 
































































































































































































































  sin2d  (3.29) 











































































































































  (3.34) 
 












  (3.35) 
 
となり，応力の比 σ2/σ1と τ12/σ1が明確であれば式(3.35)より応力算出が可能となる． 
しかし，溶接残留応力場はと溶接条件などにより様々に変化し，応力の比は一般に不明確である
ことから，本研究では反復計算法を利用し水平面内の応力 3成分を求める．計算のフローチャート
を Fig. 3.3に示す．  
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Fig. 3.3  Calculation flow of repeated calculation to determine plane stress in texture. 
 
 
Measuring diffraction angle 2θψ|x, 2θψ|y by X-ray
Determine σx, σx, τxy
Yes
No
Determine N1, N2 xy N  1 xxy N  2
All values of σx[N1,N2] and σy[N1,N2] are equal
Input diffraction plate {hkl}, elastic compliance Sij





Simplified for σx … Eq. (3.38)
Simplified for σy … Eq. (3.41)
Simplified for σx … Eq. (3.39)
Simplified for σy … Eq. (3.40)
Determine specimen coordinate
system to match the X direction and
the direction of σx … Eq. (3.36)
Determine specimen coordinate
system to match the X direction and
the direction of σy … Eq. (3.37)
Substituting Eq. (3.38)  into Eq. (3.37),
and simplified for σy … Eq. (3.44)
Substituting Eq. (3.41)  into Eq. (3.37),
and simplified for σx … Eq. (3.43)
Substituting Eq. (3.39)  into Eq. (3.36),
and simplified for σy … Eq. (3.45)
Substituting Eq. (3.40)  into Eq. (3.36),
and simplified for σx … Eq. (3.42)
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求める応力を σx，σx，τxy とする．まず，Fig. 3.4 (a)のように σxの方向と X 方向(ψを傾ける方向)
が一致するように座標系を定義すると，式(3.32)は式(3.36)のように表される．同様に，Fig. 3.4 (b)












































































































(a) first measurement (b) second measurement 
Fig. 3.4  Relationship of residual stress direction and measuring direction. 
 
次に，応力の比 σy/σxと τxy/σxをそれぞれ N1(σy = N1 × σx)，N2(τxy = N2 × σx)とおき，その際の σxを      


















































































































































































































































































































































































































































このように，仮の応力比 N1，N2を与えることで，結晶の存在確率と直交する 2方向(x, y 方向)の





3.4  提案した応力算出法の検証 
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Fig. 3.5  Relationship between load stress and measured stress. 
 
3.4.2  実験結果 
Fig. 3.6 に溶接線方向の応力を提案手法と Honda らの手法により評価した結果を示す．なお，
Fig. 3.6 (a)は各負荷応力における測定結果と溶接部の応力値との関係を，Fig. 3.6 (b)は各負荷応力に
おける測定結果と溶接部の応力値の差をそれぞれ示している．Fig. 3.6 より，溶接部に生じた集合
組織が多軸応力状態である場合，Honda らの手法を用いた際の測定結果と Fig. 3.6 (a)中の破線で示
す溶接部の応力の間に差が生じていた．一方，提案手法を用いた際の測定結果は溶接部の応力とほ













Measuring stress by X-ray Measuring stress by X-ray
Load stressLoad stress
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(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 




(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Difference between load stress and measured 
stress 






















































Load stress in taransverse direction (MPa)
Proposed method
Honda’s method




























































































































































Load stress in taransverse direction (MPa)
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り，結晶の存在確率と直交する 2方向の測定結果を与えることで，水平面内の応力 3 成分を算
出することが出来る． 
3) 提案手法と Honda らの手法を用い，第 2 章の Lz 試験片に対する 4 点曲げ試験の結果を改めて
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第 4章 提案手法を用いた溶接継手の X線残留応力測定 
 
4.1  緒言 
 













合組織が生じる材料としてオーステナイト系ステンレス鋼 SUS316Lを用いた．Table 4.1, Table 4.2
に SM490YBの化学組成と機械的特性を，Table 4.3, Table 4.4に SUS316Lの化学組成と機械的特性
を示す． 
Fig. 4.1 に示すように，試験体寸法は 100 mm × 150 mm × 6 mmである．溶接前に初期残留応力を
取り除くため熱処理を行った．SM490YB に対しては熱処理温度 600 °C，保持時間 6 時間とし， 
SUS316Lに対しては熱処理温度 1000 °C，保持時間 15分とした．冷却条件はどちらも炉冷である．
熱処理後に 80 番の研磨紙を用いて残留応力を計測する範囲の煤や酸化膜を取り除いた．その後，
研磨による加工層を取り除くため，Fig. 4.1 に示す範囲に電解研磨を行った．電解研磨は SM490YB
に対してはRigaku社製の電解液Aを用い，SUS316Lに対しては 5 %過塩素酸メタノールを用いた．
試験体を作成後，X線応力測定により表面の初期残留応力が 10 MPa 未満であることを確認してい
る． 
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Table 4.1  Chemical composition of SM490YB used. (mass %) 
 
 
Table 4.2  Mechanical properties of SM490YB used. 
 
 
Table 4.3  Chemical composition of SUS316L used. (mass %) 
 
 




Fig. 4.1  Schematic image and dimension of specimen to welded. 
 
(b) 溶接条件 
試験体の中央線上にビードオンプレート溶接を行った．溶接条件を Table 4.5 に示す．SM490YB
に対しは溶接部に異なる相変態を生じさせるため，溶接電流を 50Aと 100Aとし，SUS316Lに対し
ては溶接電流を 100Aとした．その他の溶接条件は，溶接速度 1 mm/s，アーク長 3 mm，シールド
C Si Mn P S
0.15 0.25 1.42 0.02 0.004
Yield stress (MPa) Tensile strengh (MPa) Elogation (%)
597 506 22
C Si Mn P S Ni Cr Mo
0.012 0.41 0.84 0.026 0.001 12.09 17.55 2.08
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ガスは 100 %Ar を使用し，流量は 0.25 ℓ/s とした．溶接法は GTA溶接であり，電極は直径 2.4 mm
の純タングステンを使用し，突き出し長さは 3 mmとした．また，溶接長は始終端部をそれぞれ 5 mm
残した長さとした．  
 










Fig. 4.2に示すように，5 mm間隔で 2軸用ひずみゲージを接着し，その周辺を 10 mm × 10 mm × 6 
mmに切断し残留応力を求めた．機械的ヤング率はSM490YBでは220 GPaを，SUS316Lでは193 GPa
を用い，機械的ポアソン比は 0.28を用いた．なお，溶接線中央部のみ 3点測定した． 
 
 
Fig. 4.2  Measurement points in stress relief. 
SM490YB SUS316L
Welding current I  (A) 50, 100 100
Welding speed v  (mm/s) 1 1
Arc length l  (mm) 3 3
Shielding gas 100%Ar 100%Ar
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(e) X線残留応力測定条件 
X 線による残留応力測定条件を Table 4.6に示す．X線応力測定には Rigaku 社製の AutoMATEを
用いた．特性 X線は Cr管球の Kα線を用い，ψ0一定法による側傾法で測定した．回折面は，SM490YB
は{211}を，SUS316L は{220}をそれぞれ用いた．集合組織が形成された SUS316L の溶接金属部に
対しては第 3 章で提案した手法と 2θ-sin2ψ法により残留応力を評価し，それ以外の箇所は 2θ-sin2ψ
法で残留応力を評価した．また，提案手法で用いる結晶の存在確率は第 2章で提案した手法により
決定し，EBSDデータは測定後の溶接試験体から得た．Table 4.7に用いた単結晶弾性コンプライア
ンス 1,2)と X 線的弾性定数を示す．X 線的弾性定数は，単結晶弾性コンプライアンスと Kröner モデ
ル 3)より見積もった値を用いた．また，揺動法として，± 1 degの面外揺動と溶接線方向への± 10 mm
の面内揺動を組み合わせた多軸揺動法を採用した． 
 
Table 4.6 X-ray stress measurement conditions. 
 
 
Table 4.7 Mechanical properties for X-ray stress measurement. 
 
SM490YB SUS316L
Wave length (nm) 0.22911 0.22911
Diffraction plane {211} {220}
Collimater (mm) 1 1
Measuring frame (frame/point) 10 10
Measuring frame (s/frame) 300 100
Oscillation ω  (± 1deg), x (± 10mm) ω  (± 1deg), x (± 10mm)






S 11 7.622 9.839
S 12 -2.795 -3.86
S 44 8.584 8.403
X-ray elastic constant (Kröner)
X-ray Young's modulus  (GPa) 223 209
X-ray Poisson's ratio 0.28 0.28
- 80 - 
4.2.2  溶接部に粗大粒を有する試験体における溶接残留応力評価 
(a)  組織観察結果 
SM490YB溶接部の Vickers 硬さ分布を Fig. 4.3に，組織観察結果を Fig. 4.4に示す．Fig. 4.3に示
すように各試験体の溶接部には硬さの異なる組織が形成されている．さらに，Fig. 4.4 に示す組織




Fig. 4.3  Vickers hardness distribution in welds of SM490YB. 
 
   
(a)  50A (b)  100A (c)  Base metal 
Fig. 4.4  Microstructure of weld metal and base metal in each specimens. 
 
(b)  X線応力測定結果 
SM490YBの残留応力測定結果を Fig. 4.5，Fig. 4.6に示す．なお，Fig. 4.5は溶接電流 50Aで溶接
された際の残留応力分布，Fig. 4.6は溶接電流 100Aで溶接された際の残留応力分布であり，Fig. 4.5 
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と見なされる領域として定義した． 
溶接線中央部の溶接線方向応力は，材料の降伏応力に依存して決まるが，Vickers硬さ(降伏応力)







(a)  General view (b)  Enlarged view 
Fig. 4.5  Residual stress distribution evaluated by the 2θ-sin2ψ method in SM490YB (50 A). 
 
  
(a)  General view (b)  Enlarged view 
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次に，X線応力測定法と応力弛緩法の比較を Fig. 4.7，Fig. 4.8 に示す．なお，Fig. 4.7 (a)，Fig. 4.8 
(a)は測定結果をそのまま比較した図，Fig. 4.7 (b)，Fig. 4.8 (b)は X線応力測定法と応力弛緩法の空
間分解能を合わせるため，溶接線直交方向に対し 10 mmの幅内の X 線応力測定結果を平均化し，
比較した図である．さらに，応力弛緩法の溶接線中央の結果は 3点の平均値である． 
溶接電流 50 Aで溶接された試験体では，溶接金属部，熱影響部，母材部において X線応力測定
結果と応力弛緩法の結果は溶接線方向応力，溶接線直交方向応力ともに良好に一致した． 





(a)  As measured (b)  Averaged 
Fig. 4.7  Residual stress distribution evaluated by X-ray stress measurement and the stress relief method in 
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(a)  As measured (b)  Averaged 
Fig. 4.8  Residual stress distribution evaluated by X-ray stress measurement and the stress relief method in 
SM490YB (100 A). 
 
4.2.3 溶接部に集合組織を有する試験体における溶接残留応力評価 
SUS316L 溶接試験体の溶接残留応力を提案手法および 2θ-sin2ψ法により評価した結果を Fig. 4.9
に示す．なお，Fig. 4.9 (a)は溶接線中央から板幅方向への分布の全体図を，Fig. 4.9 (b)は溶接部近傍
の拡大図を示す． 
Fig. 4.9 より，提案手法と 2θ-sin2ψ 法では異なる応力値を示し，特に溶接線方向応力は大きく異
なっている．ここで，溶接線中央部の溶接線方向応力は降伏応力程度の高い引張残留応力となる 4,5)．
しかし，溶接金属部の溶接線方向応力を 2θ-sin2ψ法により評価した際の応力値は 500 MPa を超え，
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(a)  General view (b)  Enlarged view 
Fig. 4.9  Residual stress distribution evaluated by the 2θ-sin2ψ method and the proposed method in 
SUS316L. 
 
次に，X 線応力測定法と応力弛緩法の比較を Fig. 4.10 に示す．なお，Fig. 4.10 (a)は測定結果をそ
のまま比較した図，Fig. 4.10 (b)は X 線応力測定法と応力弛緩法の空間分解能を合わせるため，溶接
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(a)  As measured (b)  Averaged 




4.3 溶接部における X 線応力測定結果に対する考察 
 
SUS316L と溶接電流 50 A で溶接された SM490YB では，X 線応力測定結果は応力弛緩法と良好
に一致した．しかし，溶接電流 100 Aで溶接された SM490YB試験体では溶接金属部と熱影響部に







部である．寸法は 10 mm × 10 mm × 6 mmであり，Fig. 4.11に示すように表面(溶接金属側)に 2軸ひ
ずみゲージが張り付けてある．減厚加工は♯220，400，800，1500の研磨紙を用いた湿式研磨で行い，
熱による影響が表れないように低速で行った．測定箇所は溶接金属部であり，応力を測定する厚さ
は Fig. 4.11に示すように，6 mmから 1 mm厚までを 0.5 mm間隔で，それ以降は 0.7，0.5，0.3 mm
厚で測定した．なお，機械的ヤング率 E：205 GPa，機械的ポアソン比 ν：0.28 を使用し，ゲージファ
Measured by X-ray
Measured by stress relief method
σx σy
σx σy
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クターは 2.08 である． 
 
 
Fig. 4.11  Serial sectioning from back. 
 
4.3.2 実験結果 
Fig. 4.12に逐次研磨の結果を示す．Fig. 4.12 (a)は 50 Aで溶接された試験体の溶接部に対して逐次
研磨を行った図であり，Fig. 4.12 (b)は 100 Aで溶接された試験体の溶接部に対して逐次研磨を行っ
た図である．Fig. 4.12 より，それぞれの試験体は板厚内部に大きく異なる応力分布を有しているこ
とが確認できる．50 Aで溶接された試験体の方では板厚内部に大きな応力変化はなく，裏面の研磨
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(a)  50A (b)  100A 
Fig. 4.12  Change of residual stress distributions during successively removing. 
 
 
4.4  結論 
 
本章では，溶接時に相変態が生じない材料および生じる材料を用い，それぞれの溶接試験体に対



























































































6) 提案手法を用いて得られた X 線応力測定結果は応力弛緩法により評価した結果と良好に一致
した．このことから，これまで困難とされてきた集合組織を有する溶接部においても，集合組
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溶接中の冶金学的現象のその場観察は，2000 年に Elmaer らが TIG溶接によるスポット溶接時の
相変態挙動を観察したのが始まりである．Elmaer らはラボ X 線の 1 億倍の輝度を有する放射光と
イメージングプレートを用いたシステムを構築し，溶接中の溶接金属部，熱影響部に放射光を照射
し，そこから得られる回折 X線の出現・消失から相変態挙動を観察している 1-13)．また，2006年に
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実現させ，構築したシステムを用いて溶接部極表面における応力生成過程を構築する．なお，本研
















相(α 相)とオーステナイト相(γ 相)の相変態に起因した応力生成過程のその場計測を目的の 1つとし
ている．エネルギーを 30 keV とすることで，弾性定数の回折面依存性が小さい α{211}ならびに
γ{311}26,27)を同一検出器内で同時に検出できる．本システムで用いる検出器は 2 台の
PILATUS-100K(検出面積: 83.8 × 33.5 mm)と 1台の PILATUS-300K(検出面積: 83.8 × 106.5 mm)である．












ンレス板(SUS316L，板厚 3 mm)を水冷銅板と試験体の間に 1枚挟んだ． 
 
  
(a)  Front view from left side (b)  Front view from right side 
  
  
(c)  Side view (d)  Arrangement on welding stage 
Fig. 5.1  Appearance of in-situ stress measuring system. 
Synchrotron beam
Detector 3
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(e)  Schematic image of diffraction optical system 












2θ-sin2ψ 法による応力解析に必要な散乱ベクトル分布(Fig. 5.1 中の X-Y-Z 座標系)と，2 次元検出
器に記録された回折データの散乱ベクトル分布（Fig. 5.1中の X’-Y’-Z’座標系）のズレは式(5.1)によ
り座標変換される．なお，式(5.1)中の ψと ψ’はそれぞれの座標系における ψ角，φは両座標系のズ
レ角であり，Fig. 5.2のような関係にある．本研究では ψ = 12~22 degならびに ψ = 47~59 degの範囲
の回折から応力を算出した． 
 
  22222 cos'sincos11sin    (5.1) 
 
また，相変態が生じフェライトとオーステナイトの 2相状態になる場合には，それぞれの応力を
ψ = 12~22 deg
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Fig. 5.2  Relationship between coordinate system on the specimen and detectors. 
 
 















































(a)  Appearance view (b)  Schematic image 
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・放射光に対し並行方向に溶接を行う場合 
放射光に対し並行に溶接を行う場合，角変形による放射光の遮蔽と測定箇所のズレが生じる可能
性がある．特に，角変形が生じた際には Detector 1，Detector 2，もしくは Detector 3 のどちらかへ
の回折される放射光が遮蔽される可能性がある．ただし，Detector 3 は検出器窓が大きく，かつ，
相変化を評価しているため一部の検出窓のデータが得られなくても問題はない．そこで，Fig. 5.6




(a)  Appearance view (b)  Schematic image 
Fig. 5.6  Fixing method for the welding specimen when weld along by synchrotron beam. 
 
(e) 高温引張試験 








Detector 3 Detector 1
Detector 2
Jig
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(a)  Appearance view from side (b)  Appearance view from top 
 
  
(c)  Schematic image (d)  Enlarged view 
 
  
(e)  Top view (f)  Front view 














ψ = 12~22 deg
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供試材料には SM490Aを用いた．供試材料の化学組成を Table 5.1に，機械的特性を Table 5.2に
示す．Fig. 5.8に示すように，引張試験片は評点間距離 20 mm，板幅 4 mm，板厚 0.3 mmであり，
放電加工により作成した． 
 
Table 5.1  Chemical composition of SM490A used. (mass %) 
 
 




Fig. 5.8  Schematic illustration and size of the specimen for elevated temperature tensile test. 
 
 
C Si Mn P S Ni Cr V
0.16 0.39 1.38 0.016 0.004 0.01 0.02 0.002













試験条件を Table 5.3に示す．高温引張試験は RT から 800 °Cまでを 100 °C間隔で行った．引張
試験は荷重制御で行い，荷重速度を 1 N/s とし，SSカーブが塑性域に達するまで行った．昇温は加
熱速度 10 °C/s で行い，試験温度に達してから 60 s 保持した後，引張試験を開始した．また，昇温
過程と保持過程では熱膨張によって生じる試験体と冶具との間の遊びをなくす目的で 1 ~ 2 Nの荷
重を負荷し続けた．測定は昇温開始から引張終了まで 0.5 s 間隔で行った． 
 
 
Fig. 5.9  Temperature history during temperature tension test. 
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(a)  Comparison (b)  25 °C 
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(c)  100 °C (d)  200 °C 
 
  
(e)  300 °C (f)  400 °C 
  
  
(g)  500 °C (h)  600 °C 
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(i)  700 °C (j)  800 °C 
Fig. 5.10  Continued. 
 
(b) 室温における負荷応力と測定値の関係 









(a)  Relationship between load stress and measured 
stress 
(b)  Relationship between load stress and 
inclination of the 2θ-sin2ψ diagram 
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(c) 高温域における負荷応力と 2θ-sin2ψ 線図の傾きの関係 
各試験温度における 2θ-sin2ψ線図の傾きと負荷応力との関係を Fig. 5.12に示す．試験温度が上昇
すると，傾きと負荷応力との関係に若干の乱れが確認できるが，試験温度 700 °C までは両者はお





なお，試験温度 400 °Cにおいて試験温度 500 °Cの場合よりも小さい負荷応力で傾きと負荷応力の
間の線形関係が崩れているが，これは試験中に一の方検出器(Detector2)にエラーが生じ，回折を検
出できなかったためである． 




(a)  25 °C (b)  100 °C 
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(c)  200 °C (d)  300 °C 
 
  
(e)  400 °C (f)  500 °C 
 
  
(g)  600 °C (h)  700 °C 
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(i)  800 °C  
Fig. 5.12  Continued. 
 
5.3.3 SM490A の X 線的弾性定数の温度依存性評価 









(b) X 線的弾性定数の算出法 
X線的弾性定数は 2θ-sin2ψ線図の傾きと切片の負荷応力に対する変化の傾向から算出することが
できる．平面応力状態を仮定できるとき，回折角 2θ と回折面法線と試料法線のなす角 ψ の関係は
























































































ここで，任意の負荷応力に対する 2θ-sin2ψ線図の傾き Mと ψ = 0の時の回折角 2θψ＝0(2θ-sin2ψ線図
の切片)を求め，それらの負荷応力 σA に対する変化率を求めると式(5.2)から式(5.4)，式(5.5)が求ま




































 M：2θ-sin2ψ線図の傾き 2θψ=0：2θ-sin2ψ線図の切片  
 
以上のように，X線的ヤング率，X線的ポアソン比と負荷応力との関係が求まり，任意の負荷を加




Fig. 5.13に式(5.4), 式(5.5)より求めた SM490AのX線的弾性定数の温度依存性を示す．また，Dutta
らによって実測された S690QL1{211}面の X 線的弾性定数の温度依存性 28)，FEM 解析に用いる機械




ている．Fig. 5.13 (b)より，Dutta らの実験結果では温度の上昇とともに X 線的ポアソン比が大きく
なっているのに対し，本実験の結果は温度に関係なくほぼ同じ値を示している．しかし，FEM解析
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(a)  X-ray Young’s modulus (b)  X-ray Poisson’s ratio 






(a) FEM による数値解析 
実験結果との比較のために，溶接中の温度履歴を数値解析により評価した．数値解析は汎用有限
要素法解析コード ABAQUS ver. 6.13 を用いた有限要素法(FEM)によって行った．対象は Fig. 5.14に
示す寸法であり，その場計測に用いた試験体と同じ寸法である．有限要素モデルは対称性を考慮
し 1/2 モデルとし，試験体表面，および溶接部近傍では要素分割を細かくしている．熱源モデルに
は Okano らが提案した式(5.6)の熱源モデル 30)を用いた．数値解析で用いた物性値は Fig. 5.15の通り

































X-ray Young’s modulus of SM490A
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of SM490A and SUS316L










































Fig. 5.14  Finite element model for thermal conductivity analysis. 
 
 
Fig. 5.15  Material properties used in thermal conductivity analysis. 
 
(b) 熱電対による実測条件 
温度履歴の測定箇所を Fig. 5.16に示す．溶接線中央より溶接線直交方向に 4.5，7，15，50 mmの
点を測定した．4.5 mmでは R型熱電対を，それ以外では K 型熱電対を用い，溶接開始と同時に測































Specific heat (×102 J/kg・K)
Conductivity (×10-2 W/mm・K)
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Fig. 5.17 Comparison of experimental and analytical configuration of weld metal. 
 
(b) 温度履歴の比較 
温度履歴の数値解析結果と熱電対による実測結果の比較を Fig. 5.18 に示す．Fig. 5.18 (a)は溶接線
7 mm
Welding direction
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中央から 4.5 mm，7 mm 離れた点での結果であり，Fig. 5.18 (b)は溶接線中央から 15 mm，50 mm離







(a) 4.5 mm and 7 mm (b) 15 mm and 50 mm 







供試材料には Fig. 5.8 に示した引張試験片と同じ SM490Aを用いた．試験体寸法は 100 mm × 100 
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(b) 溶接条件 
溶接法は GTA溶接によるビードオンプレートとし，電極は直径 3.2 mmの 2 %酸化セリウム入り
タングステン電極を使用し，突き出し長さは 5 mmとした．溶接条件は溶接電流 150 A，溶接速度 1 
mm/s，アーク長 3 mm，シールドガス 100 %Ar，シールドガス流量 0.25 ℓ/s とした．さらに，冷却





点弧と同時に開始し，0.1 s 間隔で 300 s 行った．測定の際，試験体を入射ビームに対し 5 deg傾け
ているが，照射領域は溶接線方向に 1 mm，溶接線直交方向に 0.5 mmになるようスリットで制御し
た．測定はアークの点弧と同時に開始し，0.1 s 間隔で 300 s 測定を行った． 
 
(d) ラボ X 線による測定条件 
ラボ X 線による応力計測には Rigaku 社製の AutoMATEを用いた．検出器は 1次元検出器(PSPC)


























  (5.8) 
 





















































式(5.11)の中には未知の定数 K や線吸収係数を μ が含まれないため，標準試料がなくとも各相の回
折強度から体積比を求めることが空出来る． 
本研究では，回折強度の変化を PILATUS-300K(Fig. 5.1中の Ditecter 3)の画像を用いて評価した．
PILATUS-300Kから得られるFig. 5.19 (a)のような複数の回折リングの画像をフランスの放射光施設




- 112 - 
  
(a) Two-dimensional image (b) One-dimensional image 





したグラフを Fig. 5.20に示す．なお，供試材料である SM490Aでは溶接後に残留オーステナイト相




かったことからも，本研究では 10 %未満は無視し，オーステナイト相が 10 %未満になった際に相
変態が完了したとした． 
Fig. 5.20 より，溶接金属部(WM)では溶接トーチが計測点直上通過後(40 s)，冷却されるに伴い
約 620 °Cオーステナイト→フェライト相変態が始まり，約 436 °Cで相変態が完了した．一方，熱
影響部(HAZ)では冷却されるに伴い約 710 °C でオーステナイト→フェライト相変態が始まり，
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Fig. 5.20 Relations between phase transformation behavior and thermal history at cooling process. 
 
(b) 溶接中の応力変化 
溶接後の試験片に対しラボ X線により応力を評価した結果を Fig. 5.21に，溶接中過渡応力のその
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(a)  General view 
  
  
(b)  Enlarged view (heating) (c)  Enlarged view (cooling) 
Fig. 5.22  Change of stresses in longitudinal direction during TIG welding process in WM. 
  
 
(a)  General view 
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(b)  Enlarged view (heating) (c)  Enlarged view (cooling) 
Fig. 5.23  Continued. 
 
 
(a)  General view 
  
  
(b)  Enlarged view (heating) (c)  Enlarged view (cooling) 
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(a)  General view 
  
  
(b)  Enlarged view (heating) (c)  Enlarged view (cooling) 
Fig. 5.25  Change of stresses in transverse direction during TIG welding process in HAZ. 
  
  
(a)  Longitudinal direction (b)  Transverse direction 
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Fig. 5.27  Schematic image of the internal stress due to the difference of thermal expansion rate between 
ferrite and austenite. 
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2) 粗大粒と集合組織が重畳した SUS316L の溶接部において，1 軸応力状態であれば揺動法と























る 2方向の測定結果を与えることで，水平面内の応力 3成分を算出することが出来る． 




第 2 章では，粗大粒を有する溶接部に対しては揺動法が効果的であることを示し，第 3 章では，
集合組織を有する溶接部における応力算出法を提案した．そこで，第 4章では溶接時に相変態が生







1) 溶接電流 50 Aで溶接された試験体では，X線応力測定結果はマルテンサイト変態時の変態
膨張に伴う応力軽減が確認できるなど，溶接残留応力に関する従来知見に従う結果となった．
さらに，X線応力測定結果と応力弛緩法との比較において，両者は良好に一致した． 
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